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規 則

高知県営住宅の設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改

正する規則をここに公布する。

平成26年 3月 7日

高知県知事　尾﨑　正直

高知県規則第 5号

高知県営住宅の設置及び管理に関する条例施行規則の一

部を改正する規則

高知県営住宅の設置及び管理に関する条例施行規則（平成 9年

高知県規則第88号）の一部を次のように改正する。

第30条の見出し中「額の算定」を「額等」に改め、同条第 1項

中「使用料」を「使用料の額」に、「額」を「額（当該算定の過

程における金額に 1円未満の端数を生じたときは、当該端数を切

り捨てる。）に消費税法（昭和63年法律第108号）第29条に規定

する消費税の税率を乗じて得た消費税の額及び当該消費税の額に

高知県税条例（昭和33年高知県条例第 1号）第70条の 4に規定す

る地方消費税の税率を乗じて得た地方消費税の額を当該別表第 3

に定める方法により算定した額に加えて得た額（当該額に100円

未満の端数があるときは、当該端数を切り捨てた額）」に改め、

同条第 2項中「定めるとおり」を「定める額に消費税法第29条に

規定する消費税の税率を乗じて得た消費税の額及び当該消費税の

額に高知県税条例第70条の 4に規定する地方消費税の税率を乗じ

て得た地方消費税の額を当該別表第 4に定める額に加えて得た額

（当該額に100円未満の端数があるときは、当該端数を切り捨て

た額）」に改める。

別表第 3 中「（使用料の額に100円未満の端数を生じたとき

は、その端数を切り捨てる。）」を削る。

別表第 4を次のように改める。

別表第 4（第30条関係）

団地名

鏡水

大津

若草町

若草南

介良

船岡

宇治

土佐山田

鏡川

潮江

船岡南

使用料

3,905円

2,000円

2,000円

1,715円

2,000円

2,191円

1,715円

2,000円

1,810円

2,286円

953円

953円

2,381円

2,000円

2,858円

1,620円

1,524円

1,429円

1,334円

1,239円

駐車場番号

全ての番号

全ての番号

全ての番号

18、19、38、44、66、74及び86から88

まで

上記の番号以外の番号

全ての番号

311から383まで

384から438まで

439から441まで

上記の番号以外の番号

全ての番号

全ての番号

32及び34

33

上記の番号以外の番号

全ての番号

1 、 4 から11まで、15、30から34ま

で、39及び40

12から14まで

41から43まで

44
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沖田

別所山

日高

元

十津南

春野

天神南

窪川

奈半利

佐喜浜

蒲原

赤岡

安芸東

野根

横浜

南国

中村

桜川

1,620円

1,620円

953円

1,048円

667円

762円

1,620円

572円

858円

858円

858円

953円

858円

953円

762円

1,143円

572円

1,524円

1,905円

1,048円

1,239円

953円

上記の番号以外の番号

全ての番号

1、 5及び25

上記の番号以外の番号

全ての番号

全ての番号

全ての番号

全ての番号

全ての番号

全ての番号

全ての番号

全ての番号

96及び97

上記の番号以外の番号

全ての番号

全ての番号

全ての番号

20、43、44、84、160、261、262、278

から281まで、296、297及び329

上記の番号以外の番号

全ての番号

全ての番号

全ての番号

吉川

土佐

清水

赤岡東

十市

佐川

日高東

宿毛

宝永

中村北

鴨部

奈半利東

佐賀

本山

横浜第二

田野西

土佐南

吉川西

667円

1,143円

953円

1,048円

1,239円

1,429円

858円

477円

953円

1,143円

667円

2,191円

1,905円

2,286円

858円

667円

477円

1,524円

1,810円

572円

1,048円

667円

全ての番号

全ての番号

全ての番号

全ての番号

1から14まで

上記の番号以外の番号

全ての番号

全ての番号

全ての番号

全ての番号

全ての番号

1から20まで

37、83及び103

上記の番号以外の番号

全ての番号

全ての番号

全ての番号

Ｓ 1－201、Ｓ 1－304及びＮ－908

上記の番号以外の番号

全ての番号

全ての番号

全ての番号

羽根

野根第二

大方

菜生

竹島

朝倉

羽根第二

八反町

858円

572円

477円

1,048円

2,381円

1,715円

2,000円

667円

2,572円

3,429円

3,620円

全ての番号

全ての番号

全ての番号

全ての番号

全ての番号

9から15まで

上記の番号以外の番号

全ての番号

17から19まで

20から25まで及び38から45まで

上記の番号以外の番号
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附　則

（施行期日）

1　この規則は、平成26年 4月 1日から施行する。

（経過措置）

2　この規則の施行後においてこの規則による改正前の高知県営

住宅の設置及び管理に関する条例施行規則の規定により納付す

べき共同施設駐車場の使用料については、なお従前の例によ

る。

告 示

高知県告示第134号

昭和48年 4 月高知県告示第187号（地方自治法による知事の権

限に属する事項の委任）の一部を次のように改正する。

平成26年 3月 7日

高知県知事　尾﨑　正直

「規定により」を「規定に基づき、」に、「事項」を「事務」

に改める。

1中「）に関すること」を「）に関すること（指定管理者の指

定その他指定管理者に係るものを含む。）」に、

「( 3 )　高知公園の管理に伴う利用料の減免及び還付に関する

こと。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

を

「( 3 )　高知公園の管理に伴う占用料、広告出展料及び利用料

の減免並びに利用料の還付に関すること。

( 4 )　高知公園の高知城天守・懐徳館・東多聞・廊下門への

入場に係る 9割に相当する金額の利用料を納付する者の定

め及び当該利用料を月単位で取りまとめて後納することの

承認に関すること。　　　　　　　　　　　　　　　　　」

に改め、 2中「委任の」を「委任する」に改める。

高知県告示第135号

平成 8年 4月高知県告示第230号（地方自治法第180条の 2の規

定に基づく知事の権限に属する事務の委任）の一部を次のように

改正する。

平成26年 3月 7日

高知県知事　尾﨑　正直

「事項を」を「事務を」に改める。

1中「委任事項」を「委任する事務」に、「高知県立県民体育

館の」を「高知県立県民体育館の利用料金の承認並びに」に改

め、 2中「委任の」を「委任する」に改める。

高知県告示第136号

平成 8年 4月高知県告示第231号（地方自治法第180条の 2の規

定に基づく知事の権限に属する事務の委任）の一部を次のように

改正する。

平成26年 3月 7日

高知県知事　尾﨑　正直

「事項を」を「事務を」に改める。

1 中「委任事項」を「委任する事務」に、「高知県立武道館

の」を「高知県立武道館の利用料金の承認並びに」に改め、 2中

「委任の」を「委任する」に改める。

高知県告示第137号

救急病院等を定める省令（昭和39年厚生省令第 8号）第 1条第

1項の規定により、救急病院として次のとおり認定した。

平成26年 3月 7日

高知県知事　尾﨑　正直

医療機関の名称　　所　　在　　地　　認定年月日　認定の有効

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期限

高知県・高知市　高知市池2125番地 1　平26・ 2・　平29・ 2・

病院企業団立高　　　　　　　　　　　26　　　　　25

知医療センター

高知県告示第138号

農林水産大臣から、次のとおり保安林の指定施業要件を変更す

る予定である旨の通知があったので、森林法（昭和26年法律第

249号）第33条の 3 において読み替えて準用する同法第30条の規

定により告示する。

平成26年 3月 7日

高知県知事　尾﨑　正直

1　指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所及び保安林とし

て指定された目的

次に掲げる告示で定めるところによる。

平成 9年 4月農林水産省告示第503号

2　変更に係る指定施業要件

( 1 )　立木の伐採の方法

変更しない。

( 2 )　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を高知県林業振興

・環境部治山林道課並びに関係市役所及び町村役場に備え置いて

縦覧に供する。）

高知県告示第139号

農林水産大臣から、次のとおり保安林の指定施業要件を変更す

る予定である旨の通知があったので、森林法（昭和26年法律第

249号）第33条の 3 において読み替えて準用する同法第30条の規

定により告示する。

平成26年 3月 7日

高知県知事　尾﨑　正直

1　指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所及び保安林とし

て指定された目的

次に掲げる告示（重要流域（平成12年 2月農林水産省告示第

283号で指定された重要流域をいう。）に係るもの（国有林に

係るものを除く。）に限る。）で定めるところによる。

平成 9年 4月農林水産省告示第504号

2　変更に係る指定施業要件

( 1 )　立木の伐採の方法

変更しない。

( 2 )　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を高知県林業振興

・環境部治山林道課並びに関係市役所及び町村役場に備え置いて

縦覧に供する。）

高知県告示第140号

農林水産大臣から、次のとおり保安林の指定施業要件を変更す

る予定である旨の通知があったので、森林法（昭和26年法律第

249号）第33条の 3 において読み替えて準用する同法第30条の規

定により告示する。

平成26年 3月 7日

高知県知事　尾﨑　正直

1　指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所及び保安林とし

て指定された目的

次に掲げる告示（重要流域（平成12年 2月農林水産省告示第

283号で指定された重要流域をいう。）に係るものに限る。）

で定めるところによる。

平成 9年11月農林水産省告示第1657号

2　変更に係る指定施業要件

( 1 )　立木の伐採の方法

変更しない。

( 2 )　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を高知県林業振興

・環境部治山林道課並びに関係市役所及び町村役場に備え置いて

縦覧に供する。）

高知県告示第141号

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第 1 項の規定により、

道路の区域を次のとおり変更する。                  

その関係図面は、平成26年 3月 7日から 2週間高知県土木部道

路課及び高知県幡多土木事務所において一般の縦覧に供する。

平成26年 3月 7日

高知県知事　尾﨑　正直

1　道路の種類　県道

2　路　線　名　柏島二ツ石

3　道路の区域

区　　　　　間
変更前

後の別

敷地の幅員

（メートル）

延　　　　長

（メートル）
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公 安 委 員 会 告 示

高知県公安委員会告示第 3号

警備業法（昭和47年法律第117号。以下「法」という。）第22

条第 2項第 1号に規定する警備員指導教育責任者講習（以下「講

習」という。）を次のとおり実施する。

平成26年 3月 7日

高知県公安委員会委員長　山﨑　實樹助

1　講習に係る警備業務の区分、種別、実施期日及び実施場所

( 1 )　警備業務の区分

法第 2条第 1項第 1号に規定する警備業務（以下「 1号業

務」という。）

( 2 )　種別

ア　法第22条第 2項の警備員指導教育責任者資格者証及び警

備員指導教育責任者及び機械警備業務管理者に係る講習等

に関する規則（昭和58年国家公安委員会規則第 2号。以下

「講習規則」という。）第 7条第 1項に規定する警備員指

導教育責任者講習修了証明書（以下「資格者証等」とい

う。）の交付を受けていない者に対して行う講習（以下

「新規取得講習」という。）

イ　講習規則第 6条第 1項の講習（以下「追加取得講習」と

いう。）

( 3 )　実施期日

ア　新規取得講習

平成26年 5月13日（火）から同月22日（木）まで（日曜

日及び土曜日を除く。）の 8日間

イ　追加取得講習

平成26年 5月19日（月）から同月22日までの 4日間

( 4 )　実施場所

高知市朝倉戊375番地 1

高知県立ふくし交流プラザ

2　受講者定員

受講者定員は、次のとおりとする。ただし、次のいずれかの

種別の講習が定員に満たない場合は、一方の定員を増員する。

( 1 )　新規取得講習　25人

( 2 )　追加取得講習　 5人

3　受講資格者

( 1 )　新規取得講習

受講申込み時において、次のいずれかに該当する者とす

る。

ア　最近 5年間に 1号業務の区分に係る警備業務に従事し

た期間が通算して 3年以上である者

イ　警備員等の検定等に関する規則（平成17年国家公安委

員会規則第20号。以下「検定規則」という。）第 4条に

規定する 1 級の検定（ 1 号業務の区分に係るものに限

る。以下「 1級検定」という。）に係る法第23条第 4項

の合格証明書（以下「合格証明書」という。）の交付を

受けている者

ウ　検定規則第 4条に規定する 2級の検定（ 1号業務の区

分に係るものに限る。以下「 2級検定」という。）に係

る合格証明書の交付を受けている警備員であって、当該

合格証明書の交付を受けた後、継続して 1年以上 1号業

務の区分に係る警備業務に従事しているもの

エ　検定規則附則第 3条の規定による廃止前の警備員等の

検定に関する規則（昭和61年国家公安委員会規則第 5

号。以下「旧検定規則」という。）第 1条第 2項に規定

する 1級の検定（ 1号業務の区分に係るものに限る。以

下「旧 1級検定」という。）に合格した者

オ　旧検定規則第 1条第 2項に規定する 2級の検定（ 1号

業務の区分に係るものに限る。以下「旧 2級検定」とい

う。）に合格した警備員であって、旧 2級検定に合格し

た後、継続して 1年以上 1号業務の区分に係る警備業務

に従事しているもの

( 2 )　追加取得講習

受講申込み時において、 1号業務以外の警備業務の区分に

係る資格者証等の交付を受けている者であって、( 1 )のいず

れかに該当するものとする。

4　受講希望の事前申込み及び受講予定者の確定方法

( 1 )　受講希望の事前申込方法

ア　新規取得講習又は追加取得講習の受講を希望する者（以

下「受講希望者」という。）は、県内の各警察署又は一般

社団法人高知県警備業協会（高知市本町二丁目 3番31号

ＬＳビル 3階。以下「高知県警備業協会」という。）で交

付する警備員指導教育責任者講習ＦＡＸ申込書（以下「申

込書」という。）により事前申込みを行うこと。

イ　申込書の受付は、高知県警備業協会に設置するファクシ

ミリ（ファクシミリ番号088－871－4760）により行う。

ウ　申込みは、 1 通につき 1 名とし、 1 回の送信での受付

は、 1通のみとする。

( 2 )　事前申込みの受付期間

ア　平成26年 4月 7日（月）及び 8日（火）の午前 9時から

午後 4時までの間とする。

イ　受付時間外に受信した申込書は、無効とする。

なお、受信時間の確認は、申込書の受付に使用するファ

クシミリの表示時間によって行う。

( 3 )　受講予定者の確定方法

ア　受講予定者の確定方法は、申込書の先着順とする。

イ　受講予定者に確定した受講希望者には、平成26年 4月 9

日（水）に、高知県警備業協会が電話により確定通知を行

う。

ウ　確定通知を受けた受講希望者は、高知県警備業協会にお

いて、警備員指導教育責任者講習受講希望申込確認書（以

下「受講申込確認書」という。）の交付を受けること。

5　受講申込手続

受講申込確認書の交付を受けた者は、次のとおり受講申込み

の手続を行うこと。

( 1 )　受講申込書等の提出期間

平成26年 4月14日（月）から同月16日（水）までの午前

8時30分から午後 5時までの間とする。

なお、提出期間内に受講申込みの手続を行わなかった場

合は、受講予定者に確定していることを無効とする。

( 2 )　受講申込書等の提出先

高知県内に住所を有する者にあっては住所地を管轄する

警察署とし、高知県外に住所を有する者にあっては高知県

内の最寄りの警察署とする。

( 3 )　提出書類

ア　受講申込書（講習規則第 4条第 1項に規定する別記様

式第 1号の受講申込書に必要事項を記入の上、受講申込

みの手続を行う者の写真（受講申込書の提出前 6月以内

に撮影した無帽、正面、無背景の顔写真）を貼り付けた

もの）　 1通

イ　 3の受講資格者に該当することを疎明する次の書面 1

通

(ア)　 3の( 1 )のアに該当する者にあっては、 1号業務

の区分に係る警備業務に従事していたことを疎明する

警備業者等の作成に係る書面（以下「警備業務従事証

幡多郡大月町一切字

辷リ堂214番79から

幡多郡大月町一切字

辷リ堂214番46まで

幡多郡大月町一切字

辷リ堂214番99から

幡多郡大月町一切字

辷リ堂214番109地先

まで

幡多郡大月町一切字

辷リ堂214番99から

幡多郡大月町一切字

辷リ堂214番109地先

まで

前

11.2

57.0

3.9

42.3

〜

〜

Ｂ

11.2

57.0

〜後

279

279

Ａ 690
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明書」という。）及び履歴書

(イ)　 3の( 1 )のイに該当する者にあっては、 1級検定

に係る合格証明書の写し

(ウ)　 3の( 1 )のウに該当する者にあっては、 2級検定

に係る合格証明書の写し及び警備業務従事証明書

(エ)  3の( 1 )のエに該当する者にあっては、旧 1級検

定に係る旧検定規則第 8 条に規定する合格証（以下

「合格証」という。）の写し

(オ)  3の( 1 )のオに該当する者にあっては、旧 2級検

定に係る合格証の写し及び警備業務従事証明書

ウ　追加取得講習を受講しようとする者にあっては、交付

を受けている資格者証等の写し　 1通

エ　受講申込確認書　 1通

( 4 )　受講申込書等の提出方法

受講申込書等の提出は、講習を受講しようとする者が直

接行うこと。

なお、郵送又は代理人による提出は、認めない。

6　受講手数料の額並びに納付の時期及び方法

講習を受講しようとする者は、受講手数料として、新規取得

講習にあっては47,000円、追加取得講習にあっては23,000円の

額に相当する高知県収入証紙を受講申込書等の提出時に納付す

ること。

なお、納付された受講手数料は、返還しない。

7　講習の委託

講習は、高知県警備業協会に委託して実施する。

8　講習に関する問い合わせ先

( 1 )　高知県警備業協会（電話番号088－824－3404）

( 2 )　高知県警察本部生活安全部生活安全企画課警備業係（電

話番号088－826－0110内線3022、3024）又は県内の各警察署

警備業担当係

監 査 公 表

監査公表第 1号

地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第 4 項の規定によ

り実施した定期監査の結果に関する報告を同条第 9項の規定によ

り次のとおり公表する。

平成26年 3月 7日

高知県監査委員　中 　　哲

同　　　　　　　桑名　龍吾

同　　　　　　　坂本　千代

同　　　　　　　朝日　満夫

第 1　監査の実施

平成25年度出先機関後期分68機関に対して定期監査を実施し

た。平成25年10月22日から平成26年 1月27日まで委員監査を行

なお、監査を実施した機関及び監査年月日は、別表のとおり

である。

第 2　監査の結果

1　総括

監査の結果、財務に関する事務の執行は、全般的には、お

おむね適正に行われているものと認められたが、次の表のと

おり一部に不適正な執行が見られた。

なお、指摘事項等のない機関は、35機関となり、前年度の

31機関より増加している。

（単位：件）

い、23機関については、書面監査とした。

注　「機関数」欄の計は、指摘等を受けた機関の実合計数で

ある。

件数で見ると、前年度に 2 件見られた特別指摘事項はな

く、指摘事項は前年度の 7件から 2件に、注意事項も70件か

ら64件に減少し、全体では79件から66件に減少しているが、

依然として半数近い機関で不適正な事務処理が見られ、一部

の機関においては、注意事項が複数あった。

次に、事務区分別に見ると、指摘事項では、収入事務及び

支出事務に係るものがそれぞれ 1件となっている。注意事項

では、契約事務に係るものが25件と最も多く、次いで支出事

務に係るものが18件、給与・旅費支給事務に係るものが10

件、収入事務に係るものが 5件となっている。

指摘事項及び注意事項の事務区分別の概要は、次のとおり

である。

( 1 )　収入事務について

指摘事項の内容は、現金収納があるにもかかわらず、

現金出納簿を作成していなかったものである。注意事項

では、前年度に複数見られた現金出納簿の記帳漏れ、証

紙収入事務の遅れ及び繰替払の誤りはなかったものの、

収入調定事務に遅れ、調定額の誤りなどが見られた。

( 2 )　支出事務について

指摘事項の内容は、自動販売機を設置する事業者が負

担すべき工事費を公費で支出していたものである。注意

事項では、検認の表示漏れが前年度より多く見られたほ

か、常時資金残高報告書の未作成、支出科目の誤りなど

が複数の機関で見られた。

( 3 )　契約事務について

注意事項では、契約書の不備が多数の機関で見られ、

仕様書の添付漏れ、遅延利息の率の誤り、契約解除の条

項等を定めていないものなどがあった。そのほか、工事

関係で安全対策の不十分な施工が認められた。

( 4 )　財産・物品管理について

注意事項の内容は、郵便切手類の管理が不適正なもの

である。

( 5 )　給与・旅費支給事務について

注意事項では、職員手当の支給誤りが前年度より増加

し、そのほか、給料の支給誤り及び食糧費と旅費との調

整漏れが複数の機関で見られた。

これらの指摘事項及び注意事項の多くは、財務会計事務に

ついての基本的な理解が職員に不足していること及び管理職

執行機関

知事部局

教育委員会

警察本部

総計 68機関

計

19機関

37機関

12機関

対象機関

総務部 6、産業振興推進部 2、商工労

働部 2、農業振興部 2、林業振興・環

境部 3及び土木部 4

県立学校36及びその他 1

警察署12

事務の区分

収入事務

支出事務

契約事務

財産・物品管理

服務管理

給与・旅費支給

事務

庶務関係事務

その他の事務

計

機関数

特別指

摘事項

指摘事

項

1

1

2

2機関

注意事

項

5

18

25

1

10

2

3

64

32機関

検討事

項
計

6

19

25

1

10

2

3

66

33機関
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員等を始めとする職員間で必要なチェックが不十分であった

ことによるものと認められる。

今後は、職員の財務会計に関する事務処理能力の向上に一

層取り組むとともに、管理職員等による指導の徹底及び

チェック体制の強化を図り、適正な執行が確保されるよう強

く求める。

特に、契約事務については、契約書に添付すべき仕様書を

添付していない、重要な契約条件を誤っている、又は定めて

いないなど契約書に関する初歩的とも言えるミスが依然とし

て多数見られる。

これは、主に契約事務における基本的な知識不足に加え

て、契約書の重要性に関する認識が希薄であることによるも

のと考えられる。

ついては、契約の意義及び重要性の啓発並びに契約書の作

成方法など事務処理に関する具体的な指導を徹底し、契約事

務の適正化に取り組まれたい。

2　指摘事項

指摘事項の対象機関及び具体的な内容は、次のとおりであ

る。

( 1 )　幡多青少年の家（収入事務）

平成25年度において、幡多青少年の家の主催事業に係

る参加者負担金を現金で収納しているにもかかわらず、

現金出納簿を作成していなかった。

これは、出先機関の出納員の備えるべき帳簿について

定めた高知県会計規則（平成 4年高知県規則第 2号）第

96条第 1項第 4号の規定に反する不適正な事務処理であ

る。

( 2 )　中村特別支援学校（支出事務）

平成24年度において、翌年度から設置する飲料用自動

販売機について、設置する事業者が負担すべき電源の取

付工事費34,230円を公費で支出していた。

これは、総務部管財課が平成25年 2月19日の飲料用自

動販売機設置事業者を公募する公告において示した、飲

料用自動販売機の設置及び撤去に要する工事費、移転費

等一切の費用は設置事業者の負担とするという条件に反

する不適正な事務処理である。

以上、指摘を受けた機関においては、今後このようなこと

のないよう適正な事務の執行を強く求める。

3　注意事項

注意事項の主なものは、次のとおりである。

( 1 )　収入事務

ア　収入調定事務が遅れていたもの

イ　収入調定額を誤っていたもの

ウ　使用料の徴収が遅れていたもの

( 2 )　支出事務

ア　検認表示が漏れていたもの

イ　常時資金残高報告書を作成していなかったもの

ウ　支出科目を誤っていたもの

エ　支出負担行為決議書の作成時期を誤っていたもの

( 3 )　契約事務

ア　契約書に仕様書などを添付していないもの

イ　契約書の遅延利息の率を誤っているもの

ウ　契約書に談合等の不正行為が行われた場合の契約解

除の条項を定めていないもの

エ　工事関係の安全対策が不十分な施工であったもの

( 4 )　財産・物品管理

郵便切手の保管枚数と郵便切手類等出納簿の残枚数と

が一致していないもの

( 5 )　給与・旅費支給事務

ア　給料の減額を誤っていたもの

イ　時間外勤務手当の支給額を誤っていたもの

ウ　通勤手当の支給を誤っていたもの

エ　食糧費と旅費との調整を行っていないもの

( 6 )　庶務関係事務

自家用車登録簿に登録していない車両を公務に使用し

ていたもの

( 7 )　その他の事務

出納員の引継事務が不適正なもの

以上のような事項を始めとして、注意を受けた機関におい

ては、今後、適正な事務処理を行うよう求める。

別表

1　委員監査を実施した機関及び監査年月日

2　書面監査とした機関及び監査年月日

機関名

東京事務所

安芸県税事務所

中央東県税事務所

中央西県税事務所

須崎県税事務所

幡多県税事務所

大阪事務所

名古屋事務所

海洋深層水研究所

中村高等技術学校

農業大学校

環境保全型畑作振興センタ

ー

安芸林業事務所

中央東林業事務所

機関名

幡多青少年の家

室戸高等学校

高知農業高等学校

高知東高等学校

県立高知南中学校

高知南高等学校

高知工業高等学校

高知追手前高等学校

高知丸の内高等学校

幡多林業事務所

安芸土木事務所

中央東土木事務所

中央西土木事務所

幡多土木事務所

中芸高等学校

県立安芸中学校

安芸高等学校

安芸桜ケ丘高等学校

城山高等学校

山田高等学校

嶺北高等学校

高知東工業高等学校

岡豊高等学校

高知北高等学校

高岡高等学校

高知海洋高等学校

檮原高等学校

四万十高等学校

幡多農業高等学校

山田養護学校

高知江の口養護学校

日高養護学校

高知警察署

高知南警察署

室戸警察署

香南警察署

香美警察署

本山警察署

佐川警察署

宿毛警察署

委員監査日

平成25年11月 7日

平成25年11月19日

平成25年12月 3日

平成25年10月29日

平成25年10月22日

平成26年 1月15日

平成25年11月 6 日

平成25年11月 6 日

平成25年11月13日

平成26年 1月15日

平成25年10月29日

平成25年10月29日

平成25年12月 3日

平成25年12月 3日

書面監査日

平成26年 2月 7日

平成26年 2月 7日

平成26年 2月 7日

平成26年 2月 7日

平成26年 2月 7日

平成26年 2月 7日

平成26年 2月 7日

平成26年 2月 7日

平成26年 2月 7日

平成26年 1月15日

平成26年 1月27日

平成25年11月14日

平成25年11月26日

平成26年 1月15日

平成25年11月19日

平成25年12月 3日

平成25年12月 3日

平成25年11月19日

平成26年 1月27日

平成25年11月14日

平成25年11月14日

平成25年10月29日

平成26年 1月21日

平成25年10月29日

平成25年11月26日

平成25年11月26日

平成25年10月22日

平成25年10月29日

平成26年 1月15日

平成25年11月14日

平成26年 1月21日

平成25年11月26日

平成25年12月 3日

平成26年 1月21日

平成25年11月13日

平成25年11月28日

平成25年10月22日

平成25年11月14日

平成25年11月26日

平成26年 1月15日

備考

指摘等なし

指摘等なし

指摘等なし

指摘等なし

指摘等なし

備考

指摘等なし

指摘等なし

指摘等なし

指摘等なし

指摘等なし

指摘等なし

指摘等なし

指摘等なし

指摘等なし

指摘等なし

指摘等なし

指摘等なし

指摘等なし

指摘等なし

指摘等なし

指摘等なし

指摘等なし

指摘等なし

指摘等なし

指摘等なし

指摘等なし
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高知小津高等学校

伊野商業高等学校

須崎高等学校

佐川高等学校

大方高等学校

県立中村中学校

中村高等学校

宿毛高等学校

清水高等学校

中村特別支援学校

安芸警察署

いの警察署

土佐警察署

中村警察署

平成26年 2月 7日

平成26年 2月 7日

平成26年 2月 7日

平成26年 2月 7日

平成26年 2月 7日

平成26年 2月 7日

平成26年 2月 7日

平成26年 2月 7日

平成26年 2月 7日

平成26年 2月 7日

平成26年 2月 7日

平成26年 2月 7日

平成26年 2月 7日

平成26年 2月 7日

指摘等なし

指摘等なし
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監査公表第 2号

地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第 2 項の規定に基

づき実施した行政監査の結果に関する報告を同条第 9項の規定に

より次のとおり公表する。

平成26年 3月 7日

高知県監査委員　中 　　哲

同　　　　　　　桑名　龍吾

同　　　　　　　坂本　千代

同　　　　　　　朝日　満夫
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監査公表第 3号

地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第 7 項の規定によ

り、財政的援助団体等の監査を実施したので、同条第 9項の規定

により、その結果を次のとおり公表する。

平成26年 3月 7日

高知県監査委員　中 　　哲

同　　　　　　　桑名　龍吾

同　　　　　　　坂本　千代

同　　　　　　　朝日　満夫
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